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は じめ に
本稿 では,ベ トナムで事業活動 を行 っている日系企業,欧 米系企業,ベ ト
ナム現地企業の中か ら,人 的資源管理 に関 して特に興味深い企業を選びケー
ス研究 を行 う。
ケースで取 り上げた企業は,1999年か ら2003年にかけて十数回にわた りベ
トナム全土(ホ ーチ ミン,ハ ノイ,フ エ,ダ ナン等 を中心 とした地域)で の
現地調査 を行い,現 地企業,欧 米系企業,日 系企業 を約40社程度,企 業訪問
して聞き取 り調査 を実施 し」社内資料な どを収集 して,そ の中か ら興味深い
企業をケース研究として まとめたものである。なお,企 業訪問には,原 則 と
してベ トナムに滞在 ・勤務 している企業の代表(社 長等)か 人事部門の責任
者の面会 しJ聞 き取 り調査 を実施 した。また,工 場調査が可能な企業につい
ては,生 産部門の責任者への聞き取 り調査,お よび工場視察 を実施 した。
第1節 日系 企 業 の ケ ー ス
(1)松 下電器 ベ トナム社の ケ ース
松下電器 ベ トナ ム社 は,日 本 を代表 す る大手企業 のベ トナム進 出例 として
興味深 いケースであ る。
松下電・器ベ トナム社,(MatsushitaElectronicVietnamCo.,Ltd.)は,1996
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年6月 に合弁認 可がお り設立 された。本社,工 場所 在地 はホーチ ミン市 内の
ツー ドック区であ る。資本 金 は松下電器 が60%,ベ トナムの国営企 業 ビエ ト
ロニ クス ・ツー ドゥック社(VTD)が40%出 資 した。資本金 は283万USドル
であ り,合 弁期 限 は10年間で ある。2006年の合弁期 限後 の事業形 態 につい て
は,AFTAと の関連 か ら,そ の ままの合 弁形態 に よるか,独 資 の形 にす るか
決め る方針 である。取締役 は 日本人4名,現 地 人3名 であ る。会長 は現地 人,
社長 は 日本 人で ある。 日本 人出 向者 は,役 員2名 を含 め て3名 である。
事 業内容 は,主 に国内向 けの カ ラーテ レビ とオーデ ィオの製造 と販売 であ
る。販 売 高 は,2002年は約3,000万USドルで あ る。従 業 員 数 は約240名で,
その内臨時工が55名であ る。正社員 の内,男 性 が約55%,女 性 が約45%で あ
る。また正社 員 の中で生産現場 の直接工が約56%,間接部 門は約44%であ る。
正社 員の平均 年齢 は約33.8歳であ る。
松 下電器 ベ トナム社 の経営 方針 は以下 である。
1.ベ トナム国 の発展 とベ トナ ム国民 の生活文化 の向上 に貢献す る。
2.従 業員 の生活水準 の向上 と関連 会社 との共存共 栄 を図 る。
3.ベ トナム と日本 の経済交流 の成 功例 になる。
ベ トナ ムでの松下電器 の歴 史 につ いてみてみ よ う。ベ トナム戦争前 の1971
年3月,旧 南ベ トナ ムに資本金100万USドルでベ トナムナ シ ョナル社 を設 立
した。1975年,ベトナム戦争 悪化 に伴 い出向者 を引 き上 げ,1977年ベ トナム
ナ シ ョナル社 は国営化 された。1983年には,ビ エ トロニ クス ・ツー ドゥック
社 に社名変 更 した。
1994年5月,松下電器 はベ トナム駐在員 事務所 をホ,r..チミン市 に開設 した。
1995年1月に,ビ エ トロニ クス ・ッー ドゥック社 に対 してカ ラーテ レビの委
託生 産 を開始 し,同 年10月オーデ ィオの委託 生 産 を開始 した。1996年3月,
ビエ トロニ クス ・ツー ドゥック社 をパ ー トナー と した松 下電器ベ トナム社 と
い う合弁会社 設立 に調 印 し,政 府 に申請 し,同 年6月 政府 に よ り合弁会社 設
立が認可 された。 同年11月操業 が開始 し,同 年12月よ り販売 を開始 した。
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輸出義務 としては,生 産数量ベースで品R別 に20%以上であるが,現 実に
は10%の輸出のみである。輸出先は,シ ンガポ0ル,ラ オス,カ ンボジア等
の東南アジア諸国である。2001年度の税引 き後利益率は約5%で ある。工場
の設備能力は,カ ラーテ レビ年間20万台,オ ーディオ(主 にカセ ットステ レー
オ)が 年問6万 台である。将来の経営戦略上 に関する最大の課題は,部 品調
達の問題である。現在の部品の現地調達率 は,フ ラッ トテ レビでは約10%,
その他 のテレビでは約50-60%程度,全 体では30-40%といった ところである。
ベ トナムで調達できない部品は,海 外,特 にマレーシアを中心 とした東南ア
ジアか ら輸入 している。 このようにs現 地調達率が低 く海外 に依存 した部品
調達は,コ ス ト高,為 替の不安定,関 税,等 の問題が生 じている。将来的に
はAFTAによる関税引 き下げの予定 もあることから,部 品調達先 をどうする
かが重要な経営戦略上の課題 となっている。現在の経営上の問題点は,外 国
為替,関 税 ・税関x現 地での部品原材料 の調達,法 律 の頻繁 な変更 と解釈,
等である。外国為替,関 税 ・税関問題 については,部 品輸入 に対する為替の
変動,お よび高関税 とい う問題がある。現地での部品原材料の調達について
は,前 述 したように,部 品の現地調達率の低 さと品質 ・コス ト等に問題があ
る。法律の頻繁 な変更 と解釈 については,官 庁 問の横のつなが りがないため
規制 ・指導がば らばらなこと,北 の中央政府の規制が南 に伝わらず,末 端ま
で伝わっていない ことである。 また,担 当者 により見解が違 うこともあ り,
官庁規制 ・指導 に一貫性がない ことである。
つ ぎに人的資源管理についてみてみよう。大学の新卒者の定期一括採用は
実施 していない。必要がある場合のみ公募 している。配置転換 については,
従業員 を他職種 をも含めて各職種 とも定期的に行 っていない。内部昇進 につ
いては,現 実 に企業内での昇進が各職種 とも行 なわれている。ベ トナム国営
企業では,内 部昇進が一般化 してお り,国営企業 との合弁である松下電器ベ
トナム社で も内部昇進 を原則 としている。社内の教育訓練 プログラムとして,
階層別就業教育訓練,英 語等の社内教養講座,等 を実施 している。 なお,日
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本社への海外派遣研修は実施 していないが,シ ンガポ._....ルへの派遣研修 は実
施 している。正社員の離職率は非常に少な く,各職種 とも定着率が高い。長
期雇用については,原 則 として正社員 を出来 るだけ解雇せず,雇 用 を維持 し
ようとい う方針である。近年,従 業員をレイオフした経験はない。
定年制は存在 し,定 年年齢は男性60歳,女性55歳である。退職金制度は存
在 している。従業員の人件費は,会 社負担の社会保険料等 を含めた トータル
な金額で1人 当た り,現場 ワーカーが約160ドル程度,事務員 は220ドル程度,
技術職は300ドル程度,管 理職は500ドル程度である。賞与は,毎 年若干の変
動があるが,年1回1.5-2.0ヶ月程度支給 している。勤務評定は実施 してお り,
A,B,Cの3段 階で評価 している。評価 による賞与の個人格差 は約40%ほ
どである。手当は,勤 続手当が少額あるのみである。その他 の手当はない。
正社員の賃金制度は,各 職種 とも月給 を基本 としている。
賃金構造 は,仕 事別(職 種別)を 基準 としている。現場従業員の賃金構造
は,仕 事の職種で7つ に分類 し,各 々の レベルにおいて1号 か ら7号 までの
技術スキルを分類 した職能資格給である。 また,間 接部 門は,職 種 を4つ に
分類 し,か つ各々のスキルを1号 か ら7号 に分類 した職能資格給である。な
お,課 長職は,4つ の職種の最高位 にランクされる。
勤務時間は,午 前7=30より午後4:00まで(休 憩時間65分,昼食時 間含 む)
で,第1,第3土 曜 日は休 日である。ただ し,9月 以降の繁忙期 には土曜出
勤である。オフィスの レイアウ トは,日 本的な大部屋主義 を採用 し,個 室を
持 っているのは社長 クラスのみである。福利厚生に関する施策 として,ユ ニ
ホームの支給,昼 食の完全支給,通 勤バスの運行等 を行 っている。 なお,通
勤バス を運行 している。
労働組合は企業別組合 として存在 している。最近数年間,ス トライキはな
い。労使関係で特 に大 きな問題 はない。人事管理の重要な問題点 としては,
優秀な管理職の不足,特 に営業の人材不足がある。その他 は特 に大 きな問題
はない。
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次 に,工場等 の生産を中心 とした人的資源管理についてみてみよう。現在,
生産管理,工 場管理上での重要な問題点は,現 地での調達部品の品質,お よ
び部品 ・原材料 の現地調達困難である。カラーテレビの基幹部品であるブラ
ウン管 については,フ ラット型 はマ レーシアから,一 般型 は大宇 との合弁会
社である現地企業から調達 している。部品の現地調達率 は,フ ラッ ト型カラ
ーテレビで約10%,一般 カラ 一ーテ レビで約50-60%であ り,全 体 とす ると約
30-40%程度である。現地調達部品の うち,現 地の 日系企業からの調達 は約
30%程度である。海外 か ら調達する部品は100%東南アジアか らで,日 本か
らの調達はない。現地資本の部品 ・原材料 のサ プライヤーと長期取引 を行 っ
ている。現地人従業員の技術 ・技能については,東 南 アジアでは上のレベル
ではないか。特に,忍 耐力では優れている。ただ し,現場の従業員は,自 分
が取得 した技術 ・技能は他人 ・同僚 に教 えたが らない傾向がある。
現場の従業員の職務区分 は7つ 存在する。賃金構造 もこの職務 区分が中心
となっている。現場の従業員の多能工化は,単 一の職種 とい う範囲で多能工
化 を行 っている。現場の従業員の配置転換は,原 則 として同一の職種の中で
のみ実施 している。現場での生産機械の トラブルに備 えてメイ ンテナンス,
修理T保 全 ・保守の部門 として生産技術部門が存在する。一般組立部門とメ
インテナ ンス ・保全部門 とは明確 に分離 している。現地工場の生産機械 は,
最新鋭の技術 レベルの機械か ら比べると旧式で,一 部 はマ レーシア工場から
中古機械 を導入 している。ほとん どの生産機械 は,パ ナソニック製である。
生産方式は,ベ ル トコンベアー方式がまだ多いが,近 年セル方式に転換 しつ
つある。テレビ生産は,労 働集約作業が多いが,ベ トナム人の作業者は優秀
なので,効 率は悪 くない。QCサークル等 の小集団活動 は現在実施 していな
い。ベ トナム人従業員は,人 の前で発言 しない等,小 集団活動は成果 を上げ
られなかった。生産現場のマニュアルの数や量 は,ほ ぼ 日本 の工場 と同 じく
らいである。生産現場のマニュアルは,日本のマニュアル等 を多 く翻訳 して,
整備 している。最近,特 にISO9000,ISO14000関連のマニュアルを整備 して
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いる。大卒のエ ンジニアは,60名程度いる。大卒のエ ンジニアは,生 産現場
に抵抗な く入 り,現場従業員 とよく交流 してお り,ま た現場の生産設備 の維
持,管 理,補 修等の業務 も行っている。
製品開発 と製品の基本設計はtマ レーシアで行われている。ベ トナムでは,
現地の事情 に合わせ て設計変更や技術支援 を行 なう,10名程度の人員の技術
部門が存在す る。現地で独 自に設計 ・製作 した生産機械はない。工場 は,ク
ーラーがな く,作 業環境 としては良好ではない ようだ。最終検査工程 につい
ては,最 新鋭の検査機械 を使い世界標準の レベルで実施 している。
(2)日本電産 コパルベ トナム社のケース
日本電産 コパルベ トナム社は,1999年1月に創業 され,日 本資本100%で出
資 された会社である。資本金 は600万米 ドル,株 主 は 日本電産 コパル社が
51%sおよび日本電産社が49%であ り,日本電産グループのベ トナム子会社
である。本社 と工場 は,タ ン トゥアン輸出加工区にある。 日本電産グループ
は,タ ン トゥアン輸出加工区にこの企業のほかに,日 本電産ベ トナム社 と日
本電産 トーソクベ トナム社 を持 っている。 日本電産 コパル社は,ベ トナムの
ほか に,マ レーシアのクアラルンプール,タ イのサハ ラソン,フ ィリッピン
のマニラ,中 国の上海の5箇 所 に海外工場 を設置 している。2002年末現在の
従業員数は,約1500名である。生産 しているのは,携帯 電話用の小型振動モ
ーターのみで,2002年度 は約4,200万個の小型振動モーターを生産 し,製 品は
100%輸出 している。工場の生産設備 は,日本か ら購入 した機i械が約50%,東
南アジアから購入 した機械が約50%である。2000年にISO9002を取得 し,2002
年にはヨーロッパへの輸出が らみで環境規定である工SO14001を取得 した。
取締役は6名 いるが,全 員 日本人で現地人はいない。会長は 日本の親会社
役員の非常勤であ り,社 長は常勤である。他の取締役4人 の内,ベ トナムに
滞在 している常勤役員は技術 と経理 を担当す る1名 のみで,他 の3名 は非常
勤役員である。現在 まで,日 本電産 コパルベ トナム社 の業績は順調で,日 本
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電産 コパ ル社 グルー プの海外5工 場 で,利 益 率 が最 も高 く,コ ス ト面 で も中
国 を含 めた他 の海外工場 よ り優 れて いる と評価 されてい る。
人的資源管理 につ いて工 場 を中心 としてみてみ よ う。工場 は,24時間稼働
で,3シ フ ト制 を採 ってい る。 第1シ フ トは,6:00-14:00,第2シフ トは
14:00-22:00,第3シフ トは22:00-6:00であ る。 なお,3交 代 シフ トは,1週
間ご とにシ フ トグルー プが交代 す る ようにな ってい る。工場従 業員の大半 は,
ベル トコ ンベ アーでの アセ ンブ リーであ り,労 働 集約的工程 が多 い。 アセ ン
ブ リ 一ーの従 業 員 の ほ とん どは,女 性 で ある。製品 は,全 数,完 成後検査 を実
施 し,品 質 チ ェ ックを して いる。工場 の作 業環境 として は,ISO14001の規
格 に よ り,環 境 問題 に神経 を払 ってお り,ハ ンダ付 け作 業者 の机 には個 別 に
排煙 の ために煙突 を設置 して配慮 してい る。
マニ ュアルの整備 には,重 点 を置 いている。マニ ュアル と しての作 業指示
プ レー トは,デ ジカメ を使 用 してカ ラー写真 を多用 し,不 良の ク レームの例
を写 真 に した もの を多 く使 用 している。視 覚的 に作 業者 に分 か りやす く伝 え
る こ とを 目指 してい る。QCサ ークル は,ブ ロ ックご とに8グ ルー プ程度 あ
る。QCサ ークルは,不 良品の改善や生産 の拡 大 のため に活動 を行 ってい る。
作業 グループで大 きな不 良が起 きた場合,工 場 掲示板 に,そ の グルー プの リ
ーダー,お よび不 良の内容 を公 表 して,従 業員 に注意 を喚起す るこ とを行 っ
てい る。在庫 は,常 時0.3ヶ月分,約10日 間の部 品,原 材 料 の在 庫 を保有 し
てい る。
採用 は,高 卒 程度 が 中心 で あ る。採 用 活動 は,毎 月行 っ てい る。作 業 工
(オペ レー ター)は,原 則 的 には輸 出加工 区 に存在 す る公 的職 業斡旋機 関 を
通 して採用 している。 これ は,輸 出加工 区 にあ る外 国企 業 の採用 に関す る共
通のル ールであ る。ス タ ッフク ラスの採用 は,輸 出加工 区の公 的斡旋機 関 を
通 した採用が半数程度,残 りの半数程度 は,従 業員 の紹介,ロ コ ミ等 に よる
採用 で ある。マ ネー ジャークラスの採用 は,原 則 として新 聞 に求 人広告 を出
して,そ の中の応募 者か ら選考 して採用 してい る。大卒者 の採用 は,あ ま り
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多 くはない。事務 ス タッフや現場作 業工 は,採 用後,原 則 として1年 契約 の
従 業員で あ る。採用後 に,出 勤率が悪 い,グ ルー プの和 を乱す等 の従業員 は,
1年後 に再契約 しないで辞め て もらってい る。人員が多 く必 要 な場合 は,輸
出加工 区 にある他 の 日本 電産 グルー プの会社 に派遣応援 して もらうこ とを行
ってい る。
オペ レー ターの賃 金構 造 につ いてみてみ よ う。 オペ レー ターの職位 を最下
位 の グ レー ドで あ るOP1から最 上位 のOP5まで分 けて,各 々 のグ レー ドに基
本給 を設 けてい る。 なお,工 場 のオペ レー ターの うち,OP1の グ レー ドの従
業員が約1,250名,OP2からOP5のグ レー ドの従 業員 は約150名で あ る。各 グ
レー ドの基本給 は,同 じグルー プの人 は同一 で,OP1が770,000ドン,OP2が
840,000ドン,OP3が910,000ドン,OP4が980,000ドン,OP5が1,050,000ドン
であ る。 この基本 給 のほか に,各 種 の手当 て を支給 してい る。残業 手当 は,
労働 法 に基づ く額 を支給 して いる。 ちなみ に,残 業手 当は労働法 に基 づ く額
は,通 常 の 日の超 過勤務 に対 しては150%増し,休 日や祭 日の超 過勤務 に対
して は200%増しで支払 ってい る。 その他 の手 当 と して は,ハ ンダ付 け作 業
者 に対 しては25,000-50,000ドンの作 業手 当,洗 浄作業 者 に対 して は50,000
ドンの作 業手 当 を支払 ってい る。 ライ ンリー ダ 一ーに は,職 位 の レベ ル でOP2
か らの レベル か ら存在 してい る。 その他,勤 務手 当 として,通 勤 の ためのバ
イクの ガソ リン代 を支給 してい る。 その他 の手 当 はない。 なお,従 業員 に対
して5,000ドン程 度 の弁 当 を昼食 と して無償 支給 してい る。 賞与 と して,年
1回テ トの時期 に,1ヶ 月程度 の額 を支給 してい る。
労働組 合 は,設 立後約2年 経 った2001年に結成 され た。労働組合 は,輸 出
加工 区の上部団体 と してのTTCが指 導 してい る。
ベ トナムの工場 従業員 は,一 時的 な仕事 だ と思 って会社 に勤 めてい る人が
多 くr会 社 に対 す る帰属意 識 は少 ない ように思 う。 ただ し,例 外 の人 もい る
ようで,そ の ような人 をどう働 く意欲 を持 たせ 向上 させ,上 に引 き上 げ るか
がポ イン トの ようで ある。工場従 業員 の女性 は,ホ ーチ ミン出身が1割 程度
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で,残 りの9割 は地方出身の従業員である。賃金のかな りの割合 を,親 に仕
送 りしている女性従業員 も多い。
(3)マブチモーターベ トナム社のケース
マブチモーターベ トナム社 は,1996年2月に創業 され,日 本のマブチモ 一ー
ター社が100%出資 したベ トナム子会社である。資本金は1,800万米 ドルであ
る。本社 と工場 は,ビ エ ンホア第2工 場団地にある。マブチモー タ 一ー社は,
ベ トナムのほかに7マ レーシア,台 湾,香 港 中国に海外生産拠点 としての
海外子会社 を持 っている。2002年末現在の従業員数 は,約3,000名である。
生産 しているのは各種の小型モーターである。常勤取締役 を含めた,日 本人
駐在員 は15名である。
製造に関する特徴 は,部 品内製化が高いとい う事である。部品内製化が高
いのが,製 造上の優位性である。原材料 として鉄 とプラスチ ックさえあれば
モーターの生産がで きるという。 自社 にプラスチ ック成型や金型などの部品
加工工場 を持 っているためである。部品 ・原材料はほ とんど現地調達 してい
る。製品のほとんど100%近くは,輸 出 している。工場 の設備 ・機械は,中
国等の他のアジア工場 と同 じである。マニュアルについては積極的に整備 し
ている。カラー写真 を多用 した工程別の作業標準書 を多 く掲示 している。
採用 については,現 場 ワーカーや一般事務職 レベル従業員の採用 について
は,会 社がある ドンナン省 の公的職業斡旋 センターを通 して採用 している。
専門職や大卒程度の人材の採用については,新 聞広告等で募集 し採用 してい
る。現場 ワーカーの定着率は悪 くない。現場 ワーカーや一般事務職 レベル従
業員は,1年 契約の期限付労働契約が原則である。管理職や一部の専門職 は,
契約期間の限定のない無期限労働契約の従業員である。なお,2003年度に労
働法が改正 され,2年 間期限付労働契約 により勤務すれば,そ の後は無期限
労働契約従業員になるという改正案が実施予定である。
現場 ワーカーは,単 一の職種が中心であ り,他 の部署 に変わることは少な
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い。アセ ンブリーラインは女性従業員が中心で,ラ インが1つ のグループに
なっている。ライングループは,帽 子の色により赤帽子が リーダー,青 帽子
がサブリーダーとなっている。ライングループ内では,す べてのライングル
ープ員が ライン内の各種 の作業が出来るようにさせている。特 に,リ ーダー
やサブリーダーは,グ ループ内に欠員が出た場合の応援,グ ループ員 に対す
る指導教育等}重 要な仕事 を担 っている。機械 ・設備 のメインテナ ンス部門
としてa製 造技術部 を設置 している。そのため,組 立部門とメインテナ ンス
部門は明確 に分離 している。
賃金 については,職 能資格給が基本 となっている。職能資格 として1等 級
から8等 級 まであ り,ま た同一等級内で1号 俸 から27号俸存在するとい う,
等級 ・号俸 を基準 とする賃金構造 となっている。3等 級 は高卒程度,4等 級
は専門学校卒程度,5等 級は大卒程度が基準 となる。平均的な勤務評定の場
合は,1年 で3号 俸程度 アップ し昇給する。なお,勤 務評定の成績 により号
俸 アップの程度は相違する。基本給 として,1等 級1号 俸 は85,500ドン程度,
3等級1号 俸では120,000ドン程度である。手当としては,住 宅手当 として,
3等級以下の従業員 には月10万ドン,3等 級以上の従業員には15万ドン支給
している。その他の手当は原則 としてない。なお,昼 食 は提供 している。賞
与は,1か 月分,プ ラス会社業績 と個人業績による配分であ り,2002年度の
平均支給額 は,1.89ケ月分であった。
人事考課 は実施 してお り,勤務評定ランクとしてAか らEま での5段 階が
ある。A段 階は約5%,E段 階は約5%と なるように調整 している。人事考
課は,直 属の上司 とその上の上司 による評価 とい う2段 階の勤務評定 を行っ
ている。
教育訓練については,社 内で各種の職業訓練のほか 日本語講座 を設けてい
る。福利厚生施策 として,社 員旅行 に対 して1人 あた り15万ドンの援助,社
内サ ッカー大会の開催,通 勤バス等 を行 っている。
工場は,ア センブリー以外の部門では24時間稼動 し,3交 代 シフ ト勤務で
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あ る,6-14時が第1シ フ ト,14-22時が第2シ フ ト,22時か ら6時 が第3シ
フ トであ る。 アセ ンブ リー部 門は,2交 代 制勤務 で,6-14時が第1シ フ ト,
14-22時までが第2シ フ トである。
所定 内労働 時 間は48時間,週6日 労働 であ る。 なお,休 日以外 に月 に1回
休 み を取 れ る ように している。
労働 組合 は2000年に設立 された。企業内労働組合 であ るが,工 場 団地 内に
あ る上部団体 に よ り指導 されてい る ようである。現在 の ところ,労 使 関係 に
関 して特 に問題 はない。
解雇 につ いては,原 則 として難 しい。本人 の解雇 理 由が重大 で,か つ本 人
が解雇 に同意 しない限 り出来 ない ようだ。 なお,勤 務状 況 に問題 のあ る人 に
対 しては…警告書等 を出 した り,必 要が あれば本 人か ら始 末書等 の文書 を提 出
させ てい る。
第2節 欧 米 系 企 業 の ケ ー スー コ カ コ ー ラ ベ トナ ム 社 の ケ ー ス
コカ コー ラベ トナムベ トナム社 はfア メ リカを代 表す る多 国籍企業 のベ ト
ナム進 出例 として興味 深い ケースで ある。
コカ コー ラベ トナ ム社(CocaColaBeveragesVietnamCo、,Ltd.)は,
1995年に合 弁認 可がお り設立 された。本社,工 場所在地 はホーチ ミン市 内の
ツ ウー ドゥック区 である。 当初 は合弁 形態 の企 業 であったが,最 近,コ カ コ
ー ラ100%出資 の完全所 有子会社 とな った。取 締役7名 全員 コカ コー ラ社 か
らの アメ リカ人で ある。事業 内容 は,主 に国内向けの清涼飲料水 の製造 と販
売 であ る。従 業員数 は2,247名であ る。
将来の経 営戦略上 に関す る最大 の課 題 は,人 の現地化f現 地へ の権 限委 譲,
生 産 コス トの削減,品 質 の向上,現 地市場 での拡販等 であ る。特 に,ト ップ
マ ネジメ ン トを含 めたベ トナム人 に よる経営が将来 の 目標 であ る。現在 の経
営 上 の問題点 は,徴 税,法 律 の頻繁 な変更 と解釈,他 社 との競争激化等 であ




実施 していない。必要がある場合 のみ公募 している。配置転換 については,
現場ワーカー,事 務職 管理職 につては定期的に行っているが,テ クニシャ
ンと技術職 については定期的に行 っていない。内部昇進 については,現 実に
企業内での昇進が各職種 とも行 なわれている。勤務評定 ・業績評価 について
は,各 職種 とも実施 している。社内の教育訓練 プログラムとして,新 入社員
集合研修,ア メリカ本社への海外派遣研修,階 層別集合教育訓練,社 内職業
訓練 プログラム,通 信教育 ・夜 間学校等への金銭的補助,社 内教養講座,新
任管理職研修,制 度的OJTプログラム等,か な り充実 した形で実施 している。
なお,ア メリカ本社への海外派遣研修はまだ極めて少人数である。正社員の
1年間の離職率は,現 場 ワーカーで16%程度,事 務職で3%程 度,テ クニシ
ャンと技術職で1%程 度,管 理職で12%程度 である。長期雇用 については,
原則 として正社員 を出来るだけ解雇せず,雇 用を維持 しようとい う方針は特
に採 っていない。必要がある場合,解 雇 している。1999年,約200名の従業
員をレイオフした。
定年制は存在 し,定 年年齢は男性60歳,女性55歳である。退職金制度は現
在 ない。従業員の1ケ 月の賃金 は,現 場 ワーカーが100-200ドル程度,事 務
員が200ドル程度,テ クニシャンが200-300ドル程度,技 術職が400ドル程度,
管理職が600ドル程度である。賞与は,毎 年若干の変動があるが,企 業業績
により年2回 支給 している。企業業績が良 くない場合(1999年がそ うであっ
た)は支給 しないこともある。手当 としては,食 事手当,勤 続手当等がある。
正社員の賃金制度は,各 職種 とも月給 を基本 としている。従業員へのインセ
ンテ ィブとして,従 業員持 ち株制 と会社利益の一定割合の配分 を実施 してい




ウ トは,欧米的な個室主義的で,マ ネージャークラスか ら個室 を持っている。
福利厚生に関する施策 として,ユ ニホームの支給,保 養所,慶 弔金規定等 を
行っている。なお,労働組合は企業別組合 として存在 している。最近数年間,
ス トライキはない。労使交渉で問題 となるのは,福利厚生に関す る点である。
人事管理の重要な問題点 としては,優 秀な従業員採用の困難性,優 秀な管理
職の不足(特 にマーケティング職の人材不足)が ある。その他 は特に問題 は
ない。
次 に,工場等の生産 を中心 とした人的資源管理についてみてみ よう。現在,
生産管理 ・工場管理上での重要な問題点は,現 地人従業員の技術 ・技能水準
である。 コカコーラ社では,世 界のすべての工場で同一・に品質基準 を要求 し
てお り,現地従業員の技術 ・技能 レベルは高い水準が求め られる。原材料 ・
部品の現地調達率は,約90%である。現地資本の原材料 ・部品のサプライヤ
ーと長期取引を行 っている。現場の従業員の職務区分は14存在す る。賃金構
造 もこの職務区分が中心 となっている。現場の従業員の多能工化 は,単 一の
職種 という範囲で多能工化 を行 っている。現場の従業員の配置転換 は,原 則
として同一の職種の中でのみ実施 している。現場での生産機械の トラブルに
備 えてメインテナンス,修 理,保 全 ・保守の部門として生産技術部門が存在
す る。一般組立部門 とメイ ンテナ ンス ・保全部門 とは明確 に分離 している。
現地工場の生産機械 は,ア メリカ工場 と同一の技術 レベルの生産設備 も多い
が,0部 にアメリカより技術 レベル 自動化の レベルの劣 る生産機械 もある。
ベ トナム工場の不良率 は,本 社工場 とあま り変わ らない。QCサークル等の
小集団活動 は実施 して,成 果 を上げている。生産現場のマニュアルの数や量
は,ア メリカの工場 と比較する とまだ少 ない。生産プロセスのマニュアル,
経営方針,人 的資源管理,販 売等のマニュアルの整備 には特に重点 を置いて
いる。大卒のエ ンジニアは,約20名程度いる。大卒のエ ンジニアは,生 産現
場に抵抗な く入 り,現場従業員 とよく交流 してお り,ま た現場の生産設備の
維持,管 理,補 修等の業務 も行 っている。
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第3節 ベ トナ ムの現 地企 業 の ケ ー ス
(1)VIETVUONG社のケース
VIETVUONG社は,1994年に設立 された,民 間資本100%の私営企業であ
る。本社,工 場所在地はホーチ ミン市内である。当初の1996年か ら99年まで
は,韓 国資本 との合弁形態の企i業であったが,2000年か らベ トナム資本
100%の企業 となった。韓国資本 との合弁 を解消 したのは,主 に経営 に関す
る意見の対立か らである。資本金は200億ベ トナム ドンである。事業内容 は,
主にスポーツウェアー,ジ ャケッ ト等の縫製で,製 品の多 くは委託加工契約
により海外へ輸 出 してい る。年 間に40-50万着程度生産 している。輸 出市場
は,ド イツ,ポ ーランド,フ ランス等のヨーロッパ諸国である。従業員数は
約730名である。工場では,9つ の生産 ラインを持 ち,1ラ イン当た り約52
の ミシンと約65人の作業員がいる。
取締役 は3名 でx会 長 と社長は資本出資者の大株主が就任 している。短 ・
中期的にみた戦略 ・組織上の経営課題は,能 力 ・業績主義的処遇の推進,生
産 コス トの削減,品 質の向上,輸 出の拡大等である。現在の経営上の問題点
は,入 事管理 と品質管理である。人事管理に関 しては,特 に優秀な従業員の
採用が課題である。 また,品 質管理に関 しては,主 にヨーロッパ企業向けの
ブラン ド製品の委託加工が中心のため,品 質が最 も重要な要因であると考 え
ている。ベ トナムでの現地経営で,国 際的な競争優位 とい う視点で優れてい
ると考えている点は,人 的資源の優秀性,イ ンフラの整備,政 治の安定性で
あると考えている。
つ ぎに人的資源管理についてみてみよう。大学の新卒者の定期一括採用は
実施 している。2000年には,大学新卒者 を8名 採用 し,その内訳は文系4名,
理科系4名 である。従業員の他部門を含 めた定期 的な配置転換 については,
現場 ワーカー,事 務職,技 術職,管 理職 とも実施 していない。内部昇進につ
いては,現 実 に企業内での昇進が現場 ワーカーの職種では行 なわれている。
勤務評定 ・業績評価 については,各 職種 とも実施 している。社内の教育訓練
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プログラムとして,新 入社員集合研修,通 信教育 ・夜間学校等への金銭的補
助,制 度的OJTプログラム等 を実施 している。従業員の年間の離職率は,現
場 ワーカーで5%程 度,事 務職で0%程 度,テ クニシャンで5%程 度,技 術
職で0%程 度,管 理職で0%程 度である。長期雇用 については,原 則 として
正社員 を出来るだけ解雇せず,雇 用 を維持 しようという方針 を採 っている。
従業員をレイオフした経験 はない。
定年制は存在 し,定年年齢 は労働法に基づいている。退職金制度は,設 立
して新 しい会社のため現状ではない。ただ し,退職者に関 しては,労 働法 に
基づ く規定 を準拠 している。企業内部の技能養成を目的 とした企業内学校 は
持 っていない。現場 ワーカーの賃金は,出 来高給制度を採っている。テクニ
シャンとエ ンジニアの賃金 は,基 本的には業績 と能力に基づいて個別 に決定
している。全体的に見 ると,従 業員の1ヶ 月の賃金は,現 場ワーカーが90万
ドン程度,一 般事務職が150万ドン程度,テ クニシャンが150万ドン,工 場現
場監督職が250万ドン程度,マ ネ0ジ ャー職が250万ドン程度,上 級管理職が
450万ドン程度である。賞与 は,1ヶ 月程度 の額 を年3回 支給 している。企
業業績が良 くない場合(1999年がそうであった)は 支給 しない こともある。
手当 としては,管 理職役職手当,精 皆勤手当,勤 続手当がある。正社員の賃
金制度は,各 職種 とも月給 を基本 としている。勤務評定,査 定等の業績評価
を,各 職種 とも実施 している。従業員の基本給決定において,仕 事成果 を重
視 した業績給的側面 を重視するが,年 齢,勤 務年数等のセニオリティーをも
考慮 している。従業員へのインセ ンテ ィブ として,能 力給 ・業績給の導入,
従業員の独立への支援等 を実施 している。
所定内労働時間は,週48時間で,週6日 勤務制である。オフィスの レイア
ウ トは,取 締役,社 長クラスでは個室 を持 っているが,そ れ以下の階層 は大
部屋式である。人事 ・労務管理上に大 きな問題 は存在 していない。福利厚生
に関する施策 として,昼 食 の完全支給 を実施 しているが,こ れ以外 は特 に行
っていない。
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労働組合は,新 しい会社のため,現 在存在 していない。労働組合がない状
況で も,従 業員の不満や要求は人事部門で前向 きに対応 している。かつて韓
国との合弁当時,低 賃金への不満からス トライキがあった。現在,労 使交渉
で主に問題 となるのは,賃 金に関す る点である。社内コミュニケーシ ョンを
円滑にするために,大 部屋主義 ・ワンフロアーのオフィスレイアウ ト,共通
の制服の着用,掲 示板等 による社内情報の積極 的開示,幹 部 ・一般従業員が
共通 に利用 する食堂の設置等 を実施 してい る。職務 に関 しては,従 業員の




の職務区分は厳密 に存在する。現場の従業員の多能工化は,単 一の職種 のみ
ならず多様な職種 を経験 させ る多能工化 を行 っている。現場の従業員の配置
転換 は,あ まり実施 していない。現場での生産機械 の トラブルに備 えてメイ
ンテナンス,修 理,保 全 ・保守の部門 として生産技術部門が存在する。一般
組立部 門とメインテナ ンス ・保全部 門とは明確 に分離 している。QCサーク
ル等 の品質管理 に関する小集団活動 を実施 している。原材料 ・部品の海外か
らの調達率は,約90%である。主に韓国,香 港,台 湾等 か ら調達 している。
大卒のエ ンジニアは,約20名程度いる。大卒のエ ンジニアは,生 産現場 に抵




ムで設立 された。当初 は,日 本 のヤ ンマ ー社 が12.5%,ニチ メ ン社 が12.5%
出資 してい た。1975年のベ トナ ム戦争終結後 国有化 され,国 営企 業 とな った。




地 にある。事業内容は,船 舶エ ンジン,産 業用エ ンジン,農 機具,耕 作機等
の製造 ・販売である。日本のヤ ンマー社か ら技術供与 を受けている。従業員
数は約480名である。
会長 と社長 とも,内 部昇進による生 え抜 きの専門経営者である。国営企業
であるVINAPO社の経営 自主権 については,投 資決定 と利益処分 については
原則 として政府が関与 しない形で独 自で決定 している。高級幹部の人事,予
算,製 品価格,生 産量,基 本経営戦略,従 業員の賃金決定等 については,監
督官庁の産業省 による関与を受 けてお り,独 自には決定で きない。ただ し,
企業経営 については,独 立採算性 を採 っている。
短 ・中期的にみた戦略 ・組織上の経営課題は,研 究開発 の強化,ASEAN
地域での部品調達の拡大,輸 出の拡大,部 品の現地調達率の拡大等である。
ベ トナムでの現地経営で,国 際的な競争優位 という視点で優れていると考え
ている点は,人 的資源の優秀性,技 術力であると考 えている。
つ ぎに人的資・源管理 についてみてみ よう。大学の新卒者の定期一括採用 に
関 して,毎 年 は実施 していないが,2000年には,大 学新卒者 を20名採用 し,
その内訳は文系5名,理 科系15名である。従業員の他部 門を含めた定期的な
配置転換 については,現 場 ワーカーについては実施 しているが,事 務職 テ
クニシャン,エ ンジニア,管理職では実施 していない。内部昇進 については,
現実に企業内での昇進が事務職,エ ンジニア,管 理職では行 われている傾向
にあるが,現 場 ワーカー,テ クニシャンといったブルーカラーに近い職種で
は行 なわれていない傾向にある。勤務評定 ・業績評価については,各 職種 と
も実施 している。社内の教育訓練プログラムとして,主 に日本への海外派遣
研修,通 信教育 ・夜間学校等への金銭的補助等 を実施 している。従業員の年
間の離職率は,現 場 ワーカーで5%程 度,事 務職で2%程 度,テ クニシャン
で5%程 度,技 術職で3%程 度,管 理職で0%程 度である。近年,従 業員 を
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レイオフした経験 はない。定年制 は存在 し,定 年年齢は労働法に基づいてい
る。
退職金制度は現状ではないが,退 職者 に関 しては,労 働法 に基づ く規定 を
準拠 している。企業内部の技能養成 を目的 とした企業内学校 は持 っていない。
従業員の1ヶ 月の賃金は,現 場 ワーカーが120万ドン程度,一 般事務職が100
万 ドン程度,テ クニシャンが100万ドン程度,工 場現場監督職が180万ドン程
度,マ ネージャー職が180万ドン程度,上 級管理職が250万ドン程度である。
賞与 は,年2回 支給 し,1回 目は平均で300万ドン程度,2回 目は平均60万
ドン程度支給 している。賞与支払額の内,査 定 による個人格差は,10%程度
である。手当 としては,管 理職役職手当,精 皆勤手 当,生 産性手当がある。
正社員の賃金制度は,現 場 ワーカー,事 務職 テクニシャン,エ ンジニアが
月給 を基本 としている。管理職 については,年 俸制 を基本 としている。勤務
評定,査 定等の業績評価 を,各 職種 とも実施 している。従業員の基本給決定
において,仕 事成果 を重視 した業績給的側面 を重視するが,年 齢,勤 務年数
等のセニオリテ ィーをも考慮 している。なお,基 本給決定においては学歴 を
基本 とした構造になっている。
従業員へのインセンティブ として,能 力給 ・業績給の導入,従 業員の独立
への支援等 を実施 している。所定内労働時間は,週48時間で,週6日 勤務制
である。オフィスのレイアウ トは,取 締役,社 長 クラスでは個室 を持 ってい
るが,そ れ以下の階層は大部屋式である。
人事 ・労務管理上の重要な問題点 として,優 秀 な大卒者採用の困難性,優
秀な管理職の不足等がある。福利厚生に関す る施策 として,通 勤バス,昼 食
の完全支給,ユ ニホームの支給,慶 弔金規定,親 睦旅行等を実施 している。
労働組合 は存在 してお り,最近3年 間ス トライキはない。社内コミュニケ
ーションを円滑 にす るために,社 内電子メールシステム等を実施 している。
職務 に関しては,従 業員の個々の仕事内容が職務記述書で明確 に文書化 さ
れている。
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次 に,工場等の生産 を中心 とした人的資源管理 についてみてみ よう。現在,
生産管理 ・工場管理上での重要な問題点は,機 械の老朽化である。現場の従
業員の多能工化は,単 一の職種 とい う範囲の中で多能工化を行 っている。現
場 の従業員の配置転換 については,現場 の他職種への配置転換 を行 っている。
現場での生産機械の トラブルに備えてメインテナンス,修 理,保 全 ・保守の
部門として生産技術部門が存在する。メインテナ ンス部門の人数は8名 であ
る。QCサークル等 の品質管理 に関す る小集団活動 を実施 してい る。部品の
海外 か らの調達率 は,約60%である。海外調達の内,ASEAN諸国か らの部
品調達は約50%である。大卒のエ ンジニアは,約20名程度いる。大卒のエン
ジニアは,現 場の生産設備の維持,管 理,補 修等の業務 をも行 っている。一
部の製品のみ,日 本のヤンマー社か ら全面的に製品開発 ・生産 に関する技術
導入を しているが,そ のほかの製品については製品開発 と製品の基本設計 は




国 が100%の 資 本 を所 有 して い る 国営 企 業 で あ る 。 民 営 化 につ い て は,
VIPESCO社企 業 グ ル ー プ の ユ企 業 が す で に民 営 化 が行 わ れ て い る が,
VIPESCO社の民営化 につい ては将来 の検討課題 であ る。
本 社 はホーチ ミン市 内 にある。事業 内容 は,殺 虫剤,除 草剤 を中心 とした
化学製 品の製造 ・販 売で,主 にベ トナム市場 向 けに販売 してい る。従業 員数
は約900名で ある。 国際化 戦略 として,外 国企 業 との合弁 会社 の設立,外 国
企 業か ら全面 的 に技術 援助 を受 けた製 品の契 約生産,お よび特許 ・ノウハ ウ
等 の技術導入 を実施 してい る。
会長 と社 長 とも,内 部昇進 に よる生 え抜 きの専 門経営者 であ る。国営企 業
であ るVIPESCO社の経営 自主権 につ いて は,10-20万ドル以 上の金額 と投資
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決定については,国 による関与 を受けてお り,独 自には決定で きない という
問題がある。その他の意思決定,利 益処分,高 級幹部人事r予 算,価 格 ・生
産 量 決 定等 につ い て は,必 要 が あ れ ば 国 と協 議 す るが,基 本 的 に は
VIPESCO社が独 自で決定 している。企業経営については,独 立採算性 を採
っている。
短 ・中期的にみた戦略 ・組織上の経営課題 は,能 力主義 ・業績主義的人事
処遇の推進,品 質の向上,研 究開発 の強化,輸 出の増大,製 品開発力の強化,
現地市場での拡販である。
現在の経営上の重要な問題点は,経済不況,品 質管理,他 社 との競争激化,
現地での販売,外 国企業 との関係である。
ベ トナムでの現地経営で,国 際的な競争優位 とい う視点で優れていると考
えている点は,低 廉 な人件費,イ ンフラの整備,現 地市場の将来性,政 治の
安定性であると考 えている。
つ ぎに人的資源管理についてみてみよう。大学の新卒者の定期一括採用に
関しては,実 施 している。2000年には,大 学新卒者 を5名 採用 し,そ の内訳
は文系0名,理 科系5名 である。従業員の他部門を含 めた定期的な配置転換
については,現 場 ワーカー,事 務職,テ クニシャンについては実施 していな
いが,エ ンジニア,管 理職では実施 している。内部昇進 については,現 実に
企業内での昇進が現場 ワーカー,テ クニシャンといったブルーカラ0に 近い
職種,お よび事務職 エ ンジニア,管 理職 といったホワイ トカラー職種 とも
行われている傾向にある。勤務評定 ・業績評価 については,現 場 ワーカー,
テクニシャン,事 務職,エ ンジニア,管 理職の各職種 とも実施 している。社
内の教育訓練 プログラム として,新 入社員集合教育,海 外派遣研修,階 層別
集合教育研修,社 内職業訓練 プログラム,新 任管理職集合研修等 を実施 して
いる。海外派遣研修 に関 しては,日 本,シ ンガポールがあ り,日本への派遣
研修は約1-2ヶ 月の期間,技 術提携 している日本企業に派遣 している。従
業員の年間の離職者 は,各 職種 とも非常 に少 な く,定着率は非常 に高い。こ
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の理由は,国 営企業であるために,待 遇 ・身分 とも安定 しているためであろ
う。
長期雇用については,原 則 として正社員 を解雇せず,長 期 間の雇用 を維持
しようとする方針 を採 っている。定年制は存在 し,定年年齢 は男性60歳,女
性55歳である。退職金制度 は存在 している。退職金額最高限度は20ヶ月分程
度である。企業内部の技能養成 を目的 とした企業内学校 は持 っていない。
従業員の1ヶ 月の賃金 は,現 場 ワーカーが120万ドン程度,一 般事務職が
120万ドン程度,テ クニシャンが130万ドン程度,工 場現場監督職が150万ド
ン程度,マ ネージャ・一職が200万ドン程度,上 級管理職が300万ドン程度であ
る。VIPESCO社は国営企業であるので,賃 金額 において も国営企業の賃金
システムに依拠 している。賞与 は,年4回 支給 し,平 均年間900万ドン程度
支給 している。手当 としては,管 理職役職手当のみである。正社員の賃金制
度は,現 場 ワーカーが時給を基本,事 務職 テクニシャン,エ ンジニア,管
理職が月給 を基本 としている。現場 ワーカーについては,時 給 をベース とし
て月に2回 賃金 を支給 している。勤務評定,査 定等の業績評価 を,各 職種 と
も実施 している。従業員の基本給決定 において,仕 事成果 を重視 した業績給
的側面 を重視す るが,年 齢,勤 務年数等 のセニオ リテ ィー をも考慮 してい
る。
従業員へのインセ ンティブとして,会 社利益 の一定割合の配分,能 力給 ・
業績給の導入,従業員の独立への支援等 を実施 している。所定内労働時間は,
国営企業の労働時間短縮政策 に従 って週40時間で,週5日 勤務制である。 オ
フィスの レイアウ トは,取 締役,社 長クラスでは個室 を持 っているが,そ れ
以下の階層 は大部屋式である。
人事 ・労務管理上の重要 な問題点 として,優 秀な大卒者採用の困難性,優
秀な現場従業員採用の困難 性,優 秀な技術者の不足 といった人的資源の質 に
関することが多 く,ま た共産党企業委員会の関与の問題がある。共産党企業
委員会は,従 業員や経営者 に大 きな影響力 を持 っているのが現実である。共
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産党企業委員会のメンバーは,企業の中で高い地位 を占めている場合 もあ り,
例 えばr工 場長や取締役等 の経営幹部であるケース もある。ただ し,取締役
の中で,共 産党党員会のメンバーは一部のみである。福利厚生に関す る施策
として,昼 食の完全支給,貸 付金制度,慶 弔金規定,親 睦旅行等 を実施 して
いる。
労働組合は存在 してお り,最 近3年 間ス トライキはない。労使交渉 におい
て も,大 きな問題はない。従業員が賃金,労 働条件等 に不満がある場合,ま
ず労働組合 に相談 し,労 働組合がその問題 を取締役 と協議 し,そ の後会社か
ら從業員 に説明するという形で解決 している。そのため,ス トライキに到 る
ことはまずない。
社内コミュニケーシ ョンを円滑にするために,社 内報の発行,社 内電子メ
ールシステム,社 内旅行の実施,掲 示板等による社内情報の積極 的開示等 を
実施 している。
職務 に関 しては,従 業員の個々の仕事内容が職務記述書で明確 に文書化 さ
れている傾向にある。また,従 業員の個々の職務範囲が厳密 に規定 されてお
り,職務分担が個々人に明確 に割 り当て られている傾向にある。従業員の仕
事のや り方 は,ど ちらか とい うと個人プレーではな く,チ ームプレーで行 っ
ている。
次に,工場等の生産 を中心 とした人的資源管理 についてみてみよう。現在,
生産管理,工 場管理上での重要な問題点 は,従 業員の技術 ・技能水準,品 質
管理問題,現 地調達原材料 ・部品の品質,工 場廃棄物の処理等である。現場
ワーカーにおいて,職 務区分が厳密 に存在 している。現場の従業員の多能工
化 については,単 一の職種 とい う範囲の中で多能工化を行っている。現場の
従業員の配置転換 については,現 場の他職種への配置転換 を行 っている場合
と,現 場の同一の職種のみに配置転換 を行 っている場合がある。現場での生
産機械の トラブルに備えてメインテナンス,修 理,保 全 ・保守の部門 として
生産技術部門が存在する。また,現 場従業員の中に,一 般作業工 とメイ ンテ
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ナ ンスエ(テ クニシャン)の2週 類の職種が明確 に存在する。QCサークル
等の品質管理に関す る小集団活動を実施 している。
原材料 の海外からの調達率は,約80%である。アメリカ,中 国,日 本,一
部の ヨーロッパ諸国か ら輸入 してい る。現地資本の原材料サ プライヤーとの
間で長期継続的取引 を行 っている。大卒のエンジニアは,約150名程度いる。
大卒のエ ンジニァは,現 場に抵抗な く入 り,現 場従業員 とよく交流 し,ま た
現場の生産設備の維持,管 理,補修等の業務 をも行 っている。現場従業員 は,
自分の習得 した技術 ・技能 を他人 ・同僚 に教 えたが らない とい う傾 向はな
い 。 海 外 企 業 か ら製 品 開発 ・生 産 に関 す る技 術 導 入 を して い る が,
VIPESCO社において も独 自に製品開発 をも行 っている。製品に関 して,使
用 している原材料の自社の内製化率は約20%程度である。
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